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特集：医療保険と妊娠・出産に係る社会保障給付

出産費用の実態と価格形成に及ぼす要因の分析，
出産費用の透明化に向けた課題

田倉 智之＊

抄 録

我が国の出産費用は，2013年に平均42.1万円／件であったが，2020年には平均46.7万円／件に上昇して
いる。約10年間の分析の結果によると，正常分ṯの妊婦合計負担額については，年率1.2％以上で上昇
（p<0.05）している。この出産費用の上昇の原因の多くは，少子化によって説明ができる。すなわち，病
院経営の観点では分ṯ数の減少に伴い，稼働率の低下とブランドなどの競争拡大，私的病院比率の上昇
が進み，妊産婦の立場からは晩婚化による所得水準の上昇のみならず，女性1人当たりの出産回数の減
少，分ṯリスクの増加が進んでいる。出産にかかわる価格は，それらを背景に上昇するメカニズムが考
えられる。実際，県民所得，分ṯ年齢，設備（施設）の密度とともに，出生数（少子化）は分ṯ価格に
影響を与えることが明らかとなっている（多変量解析：p<0.001）。特に，国民の所得は，分ṯ価格との
関連性が高い傾向にある。これらを背景に，分ṯ価格の高い地域（都道府県）は，流出率が上昇する傾
向にある（相関分析：p<0.01）。その背景として，世帯年収の低い群は，費用関連の情報に対する関心が
高いことが挙げられる。このような中，厚生労働省により出産費用の「見える化」の施策が進められて
いる。この「見える化」は，妊産婦の満足度の向上や出産費用の適正化に資する政策の一環として，大
きな役割に担う可能性もあると考えられる。
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Ⅰ 出産費用の実態と動向（大規模データの解
析より）

出産費用にかかわる公的な仕組みとして，出産
育児一時金がある。これは，公的医療保険の加入
者が出産したときに，子ども1人当たり原則50万
円（2023年4月に42万円から増額）が支給される。
妊産婦は，実際にかかった出産費用から一時金を

差し引いた額を支払うことになる。出産費用につ
いては，帝王切開などの「異常分ṯ」を除き公的
医療保険の枠外であり，「正常分ṯ」は分ṯ機関が
自由に価格設定できる「自由診療」となっている。
わが国の全施設の出産費用（出産育児一時金制
度で室料等差額を除く）は，2013年に平均42.1万
円／件であったが，2020年には平均46.7万円／件に
上昇している〔田倉（2022）〕。消費者物価指数の
変位が小さい過去の約10年間の分ṯデータ（約
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480万件の直接支払制度の専用請求）の分析の結
果によると，妊婦合計負担額については，正常分
ṯは年率1.2％以上で上昇（p<0.05）していること

が明らかとなっている（図1，表1）。その費目の内
訳を眺めると，特に「分ṯ料」と「その他」の費
目の増加が顕著な傾向にある。異常分ṯも含む全
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出所：田倉（2022）。

図1 出産費用の年次推移

表1 正常分ṯの出産費用の年間平均増加率（請求項目の内訳）

注：分ṯ介助料と一部負担金は異常分ṯ時の請求項目のため空欄となっている。
出所：田倉（2022）。
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体の出産費用は，「分ṯ料」と「分ṯ介助料」が20
万円台と最も大きな割合を占めており，次いで
「入院料」や「新生児管理保育料」が比較的大きな
割合となっている（表2）。なお，施設種別では私
的病院における増加割合が大きい状況にある。
出産費用の水準を施設種別に整理を行うと，公
的病院は私的病院や診療所よりも平均出産費用が
低い傾向にある。一方で，私的病院は出産費用の
高額帯においてバラツキが大きく，出産費用の平
均値を引き上げる要因の一つとも考えられる（図
2）〔田倉（2022）〕。分ṯ種別に整理を行うと，異
常分ṯ（公的医療保険の適用のため診断名がつい
た時点より移行：後述）は正常分ṯよりも妊婦負
担額合計の平均値は低い傾向にあるが，高額帯の
バラツキはむしろ正常分ṯより大きい傾向にある

（出産育児一時金明細の範囲）（図3）。出産費用を
地域別に整理すると，東京都が最も高く60万円
台，鳥取県や佐賀県が総じて低く40万円台となっ
ている（妊婦合計負担額，図4）。なお，出産費用
は西日本よりも東日本が総じて高い傾向にある
（p＝0.001）（表3）。
分ṯは一般に，一定の医学的な潜在リスクを抱
えており，正常分ṯから異常分ṯに移行するケー
スが散見する。わが国においては，異常分ṯに
なった場合に公的な医療保険の給付適用となる。
そのため，出産育児一時金制度では，公的医療保
険制度による診療報酬請求（現物給付）の部分が
除外される。そのため，出産費用の全体像の把握
や国民負担の観点による整理においては，正常分
ṯなどを対象とする出産育児一時金制度と異常分
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表2 出産費用の内訳（請求項目）と年次推移（正常分ṯと異常分ṯの全体）

出所：田倉（2022）。

表3 出産費用の東日本と西日本の圏別の分析（所得水準が有意に影響）

出所：田倉（2022）。
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ṯを対象とする公的医療保険制度の両者の請求額
を合算した議論も望まれる。前述の約480万件の
分ṯデータを対象に，被保険者の管理IDで両者を
紐づけた合算の解析によると，分ṯ施設に価格設
定の裁量のある「入院料」と「分ṯ介助料」は，
医科レセプト請求額と負の相関関係（rs＝－0.63，
p<0.01）の傾向にある（図5，図6）。
なお，異常分ṯの種別には，母体QOL・育児に
影響のある会陰（陰門）切開及び縫合術などの比
較的軽度な症例から，帝王切開術や妊娠子宮摘出
術（ポロー手術）などの多くの医療資源を消費す
る症例の介入まで幅があり，さらに患者背景の層
別化について検討も必要と考えられる。特に，稼
働率を考慮して医科レセプト請求額と「入院料＋
分ṯ介助料」の関係を1日単価で整理（図5）した
場合，両者の相関関係は指数関数的な状況にある
と想像されるが，異質性の集団の混在も想像され

る。つまり，「入院料＋分ṯ介助料」は，医科レセ
プト請求に対して，10～20万円／日・件の範囲に
変曲点の存在が推察され，手技別（層別化）の分
析も必要と推察される。
このような中，現在のところ正常分ṯは自由診
療となっているが，これにかかわる費用が年々増
えてきており，妊産婦の負担額（持ち出し）が多
くなっていると言われていた〔朝日新聞デジタル
（2022）〕。厚生労働省によると，産科医療補償制
度の掛け金や室料差額（差額ベッド代）など任意
のサービスを除いた出産費用（正常分ṯのみ）の
平均は，2021年度に47.3万円で費用が抑えられて
いる公的病院に限っても45.5万円となり，一時金
の水準を上回り妊産婦の自己負担額が拡大してい
た。それが政策的な課題の一つに挙げられてお
り，前述のとおり2023年に50万円へ一時金の増額
がなされた。
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出所：田倉（2022）。

図2 施設種別による出産費用の整理
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図3 分ṯ種別による出産費用の整理
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図4 出産費用の都道府県別の傾向（分ṯ種別）
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Ⅱ 出産費用の水準（価格形成）のメカニズム

出産費用の水準や構造（価格形成）に影響を及
ぼす前述の主な要素は，少子高齢化の潮流によっ
て，出産費用の水準を上昇させるように推移して
いると考えられる。すなわち，出産費用の上昇の
原因の多くは，少子化によって説明ができると推
察される。分ṯ減少に伴い，病院経営の観点では
稼働率低下に伴う費用単価の上昇とブランドなど
の競争拡大，私的病院比率の上昇が進むと考えら
れる。また，妊産婦の立場からは晩婚化による所
得水準の上昇のみならず，女性1人当たりの出産
回数の減少，分ṯリスクの増加なども進んでいる
と理解される。以上を背景に，出産にかかわる価
格上昇が進むメカニズムが考えられる（図7）
〔Tomoyuki Takura（2022），田倉（2023a），pp.5-
16〕。実際，出産費用が高額化している地域では，

出生率が下がる傾向にあることも判明している
（図8）。以下に，それらの仮説の背景と機序，およ
びかかわる多変量解析などの結果（検証例）を解
説する。
まず，少子化が進むことにより，日本全体の分
ṯ数が減ることになる。その分ṯ数が減ると，固
定費などの回収で請求単価を上げつつも，それぞ
れの施設間で「妊婦（需要）の取り合い」が起き，
地域によっては競合の中で分ṯ施設の総数も減
る。なお，競争によって淘汰されやすい分ṯ施設
は，出産費用が高価格帯になる医療機関ではな
く，むしろ比較的費用が低い医療機関であると推
察される。高価格帯の分ṯ施設が選ばれて生き残
りやすい背景としては，晩婚化などで出産年齢が
高くなるのに伴い本人や配偶者の所得水準が上が
り，支払能力が向上することが考えられる。つま
り，妊婦側の支払い能力が高まると，高価格帯で
あってもサービスや地域の評判が良い分ṯ施設が

出産費用の実態と価格形成に及ぼす要因の分析，出産費用の透明化に向けた課題 411
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図5 医科レセプト請求額と入院料＋分ṯ介助料の関係を1日単価で整理（稼働率考慮）
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選ばれ，多くの「妊婦（需要）」が集まる。結果と
して，ブランド力があり，知名度の高い医療機関
が残っていくと理解される。厚生労働科学研究の
調査〔田倉（2022）〕においても，実際の出産費用
と所得の間に最も強い相関関係があった（後述）。
また，一般的には第1子の出産時の場合，妊産婦
は，人生初のイベントとしてお金をかけても良い
という支払許容度が高くなると想像される。第2
子以降の出産費は，第1子の経験から必要なサー
ビスを取捨選択できるようになり，比較的低く抑
える傾向がある〔田倉（2022），朝日新聞デジタル
（2022）〕。そのため，子どもを産む人数が減って
いくと，1人当たりの出産費を押し上げる効果が
あると考えられる。一方で，費用を低く抑えてい
た分ṯ施設においては，価格を上げられるほどの
集客力がないことが多く，かといって出産自体は
医学的にも安全対策が必須になるため，安易な
「値下げ」も難しいと想像される。このため，もと

もと低価格で基本的（最低限）なサービスだけを
提供しているような分ṯ施設は淘汰されやすいと
も考えられる。結果として，“身近に価格が抑え
られた分ṯ施設の選択肢が少なくなる地域も出て
くる” ことが，政策面や臨床面（施設アクセス時
間の増大も背景に）から課題として顕在化されて
きていると想像される。

Ⅲ 出産費用に影響を及ぼす各種要因の詳細

室料差額などを除いた場合においては，おおむ
ね半数程度の出産が一時金の範囲内で費用を賄え
ているという傾向（図9）はあるものの，前節で解
説した状況を背景に，出産費用が高く収益性が低
下（一時金などとの兼合いで支払抑制が作用する
ものの提供費用が上昇するため）する分ṯ施設の
割合が増えることで，全体としては出産費用の平
均額を押し上げる潮流になっていると整理され

社 会 保 障 研 究 Vol. 8 No. 4412
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図6 医科レセプト請求額と入院料＋分ṯ介助料の構成を施設順位（全体請求額）で整理
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る。実際，前述の調査〔田倉（2022）〕においても，
私的病院を中心とした地域のプライスリーダーな
どの影響も受けながら，過去においてベースライ
ンの価格水準の低い分ṯ施設の集団の価格上昇幅

が大きい傾向も明らかとなっている（図10）。ま
た，産科領域はほかの診療科と比べて医師や助産
師などの人件費が占める割合が多く，東京などの
医療従事者の所得水準が高い都市部などでは，施

出産費用の実態と価格形成に及ぼす要因の分析，出産費用の透明化に向けた課題 413

主な要因間の関係図（出産費用の上昇圧力：多変量解析等で見えてきた内容）
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病院経営力
（ブランド力）

需要供給（市場原理）から
集客力（ブランド力）の低
い施設（価格を上げられな
い）は撤退している可能性
⇒　高い価格帯の病院増加

注：私的病院の割合の高い地域は，総じて正常分ṯ費が上昇する。また，もともと競争の無い地域（選択肢の少な
い地域）は，競合がないため価格水準が変化せず，相対的に10年間程度で分ṯ費が据え置き（低い）状況にな
る。その背景として，本体サービス以外の付帯サービスに力を入れる必要性が小さい可能性もある。

出所：朝日新聞デジタル（2022），田倉（2023a）。

図7 出産費用が上昇するメカニズム（少子化の影響などを軸に）

表4 出産費用と関連因子の関係（内部系要因：その他因子，妊婦年齢と人口規模は有意な関係）

出所：田倉（2022）。
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分娩費と出生率の関係（都道府県別）
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注：（分ṯ費）正常分ṯ，協会けんぽ，出産育児一時金（出産費用）に関する研究。
（出生率）厚生労働省．都道府県別にみた年次別合計特殊出生率．令和3年度。

出所：朝日新聞デジタル（2022），田倉（2023a，2023b）。

図8 出産費用と出生率の関係（少子化が出産費用を上昇させる）
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分娩費（室料差額等を除く）を出産育児一時金で賄える割合（都道府県別）
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注：（補足1）データは，協会けんぽ（2020年）。
（補足2）分ṯタイプは，全てを対象。
（補足3）在胎週数の短い死産も含む。
（補足4）室料差額，産科医療補償制度掛金，その他の費目を除く出産費用の合計額。

出所：田倉（2022）で用いたデータより，筆者作成。

図9 2020年度における出産費用の水準と出産育児一時金の関係（都道府県別に整理）
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設運営のコストも高くなりやすい傾向が示唆され
ている（表3，4）。
そこでここからは，上記のメカニズムを裏付け
るデータや多変量解析についてさらに補完する。
まず，出産費用（正常分ṯ）に影響を与える因
子の分析として，内部系要因について多変量解析
を行った分析を示す（表5）〔田倉（2022）〕。正常
分ṯの請求項目データについて重回帰分析を行っ
た結果によると，出産費用の構成費目の多くは，

妊婦合計負担額を統計学的有意に説明する要因で
ある。特に，前述と同様に「分ṯ料」と「入院料」
の影響が大きい傾向にある。さらに，出産費用の
構成費目以外で多変量解析を行った結果による
と，妊婦年齢と地域の人口密度（都道府県単位）
は，妊婦合計負担額を統計学的有意に説明するプ
ラスの影響要因である（表6，p<0.01）。一方，入
院日数と異常分ṯ数は，マイナスに影響する傾向
にある（単回帰分析や母平均検定では統計学的に

出産費用の実態と価格形成に及ぼす要因の分析，出産費用の透明化に向けた課題 415
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出産費用の水準がその変位に及ぼす影響について（妊婦合計負担額）
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注：出産費用のデータは協会けんぽ。
出所：田倉（2022）。

図10 出産費用の年間変位とベースラインの出産費用の関係

表5 出産費用と関連因子の関係（内部系要因：請求項目の因子，大部分の項目は有意な関係）

出所：田倉（2022）。
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有意な傾向が報告されている〔田倉（2022）〕）。
続いて，外部系要因について多変量解析を行っ
た結果を示す。COVID-19蔓延前において，県民
所得，分ṯ年齢，出生数，設備（施設）の密度が
分ṯ価格に影響を与えることが明らかとなってい
る（表7）〔Tomoyuki Takura（2022）〕。特に，県民
の所得（標準偏回帰係数：0.561，p<0.001）は分ṯ

価格との関連性が高い傾向にある。また，出生人
口の潮流（少子化）は，出産費用と統計学的有意
にマイナスの傾向にある（標準偏回帰係数：－
0.628，p＝0.014）。同様の解析結果として，個体
固有効果（地域特性）に配慮したパネルデータ分
析を限定的ながら実施した報告〔田倉（2022）〕も
あるが，前述の多変量解析などと同様の傾向が認

社 会 保 障 研 究 Vol. 8 No. 4416

表7 出産費用と関連因子の関係（外部系要因：請求項目の因子，年間所得／妊婦年齢／出生数な
どが有意に関係）

出所：Tomoyuki Takura（2022）。

表6 出産費用に影響を与える因子の分析（内部系要因：妊婦年齢・地域特性）

出所：田倉（2022）。
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められた（なお所得指標の要因と私的病院の割合
の影響が大きい）（表8）。その他，地域の所得水
準，医療費水準，物価水準，私的病院の割合，妊
婦年齢などについて，出産費用との相関図を併せ
て示すことにする（図11～15）。その多くは，出産
費用の増加要因やその地域差の要因となってい
る。

以上のように，出産費用は，出生数のみならず
地域特性と施設特性，および費目特性によって，
その変動に幅があることが明らかとなっている
（図16）〔田倉（2022）〕。この背景として，地域別
に出生率のみならず，世帯所得の水準や私的病院
の割合が多様であり，それらの要因が複雑に絡み
合って出産費用に影響を及ぼしていることが理解

出産費用の実態と価格形成に及ぼす要因の分析，出産費用の透明化に向けた課題 417

表8 出産費用と関連因子の関係（外部系要因：パネルデータ解析，年間所得と私的病院数が
有意に関係）

出所：田倉（2022）。

R2 = 0.58
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注：（データ）5年間平均（2016-2020年），協会けんぽ，正常分ṯ，都道府県単位。
出所：田倉（2022）。

図11 出産費用と所得水準
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注：（データ）5年間平均（2016-2020年），協会けんぽ，正常分ṯ，都道府県単位。
出所：田倉（2022）。

図12 出産費用と物価指数
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注：（データ）5年間平均（2016-2020年），協会けんぽ，正常分ṯ，都道府県単位。
出所：田倉（2022）。

図13 出産費用と私的病院数
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注：（データ）5年間平均（2016-2020年），協会けんぽ，正常分ṯ，都道府県単位。
出所：田倉（2022）。

図14 出産費用と1日入院単価（公的医療保険における全体の許可病床）
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注：本単回帰分析は，重回帰分析の一部（2020年）を抜粋した結果である点に注意。
（データ）年間平均（2020年），協会けんぽ，正常・異常分ṯ，都道府県単位。

出所：田倉（2022）。

図15 出産費用と妊産年齢
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できる。また，公的保険の医科入院の1日単価（入
院の費用構造）も，影響を及ぼしていることが示
唆されている。これらを背景として，少子化対策
のはずの出産育児一時金制度が，少子化対策の成
果が十分見えてこないために引き上げざるを得な
い状況になっている可能性もあると想像される。
そのため，少子化が出産費用上昇の根源的な要因
と位置付けるならば，今後は，一時金引き上げや
医療保険化の価格の検討と同時に，長期的には子
どもの数が減っていく負の循環をたち切るような
各種政策（女性の人生観などにも配慮した結婚や
子育てにかかわるテーマ）を進めることも重要と
考えられる。

Ⅳ 出産費用にかかわる課題（出産費用の透明
化も含め）

出産費用と施設選択の関係について整理を行っ
た報告（回答者数が総計12,211件，平均年齢：32.2
±4.8歳）〔田倉（2023b）〕によると，自宅住所のあ
る県と異なる県での出産（流出率：都道府県別）
は，東京都が最も高く，次いで神奈川県，千葉県，
埼玉県と首都圏が上位を占めている（表9）。東京
からの流出先は，埼玉県が最も多く，次いで，神
奈川県，千葉県である。一方で，神奈川県，千葉
県，埼玉県からの流出先は，いずれも東京都が最
も多い状況にある。その他の顕著な例として，佐

賀県では福岡県への流出が最も多い傾向にある。
なお，京都府，大阪府，兵庫県では，3府県同士で
の流出が多くなっていたが，滋賀県や奈良県への
流出も認められている。
一方で，流入率は鳥取県で最も高く，近隣県か
らの流入が認められている。この背景として，出
産費用の安さが影響している可能性が想像され
る。実際，出産費用の水準が高い東京都への流入
率は，45位と低い位置づけにある。また，地理的
に離れている沖縄県への流入は，全国のなかで最
も低い状況にある。これらの傾向をまとめると，
分ṯの価格水準の高い地域（都道府県）は，流出
率が上昇する傾向にあると理解される（相関分
析：p<0.01，図17）。その背景として，世帯年収の
低い群は，費用関連の情報に対する関心が高いこ
とが挙げられる（表10）。すなわち，妊産婦の経済
力などの影響が想像されるが，里帰り出産なども
含む各種条件を幅広く考慮した解釈がさらに望ま
れる。
前述の報告〔田倉（2023b）〕によると，妊産婦が
施設選択時に望む主な情報項目は，施設機能，付
帯サービスにかかわるものが総じて高い傾向にあ
る（図18）。また，情報収集の対象と方法は，世帯
年収によって情報収集の方法が異なっている（表
11）。前述のとおり，施設選択肢と流出入率は，出
産人数の多い圏域で都道府県間の流出入が多くみ
られている。その背景として，妊産婦の世帯年収

社 会 保 障 研 究 Vol. 8 No. 4420

医療機関 設備・人件費（消費者物価）
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入院単価（公的診療の水準）
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出所：田倉（2022）。

図16 出産費用に影響を及ぼす要因のまとめ（概念図）
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表9 都道府県別の流出入割合

出所：田倉（2023b）。
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出所：田倉（2023b）。

図17 出産費用の水準と流出率（都道府県単位）
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出所：田倉（2023b）。

図18 出産歴と施設選択における重視する点
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や地元の施設選択肢との関係も想像される。さら
に，妊産婦属性と各種選択は，出産回数（経験）
が増えると，情報収集の必要性がやや弱くなる傾
向も認められる。情報の収集先と信頼性に関して
は，情報の信頼性自体が最も重視される中，医療
関係者がかかわる情報提供源の信頼性が高い傾向

にある。また，「友人や知人」「SNS等の口コミサ
イト」など，出産の情報の収集方法は多様化して
いることも報告されている（図 19）〔田倉
（2023b）〕。
以上のような動向のもと，第163回社会保障審
議会医療保険部会（2023年2月24日）において，厚

出産費用の実態と価格形成に及ぼす要因の分析，出産費用の透明化に向けた課題 423

表10 出産施設選択時に重視する点と世帯年収

注：まあまあ重要＞と回答した人数（割合％）
出所：田倉（2023b）。
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生労働省より出産費用の「見える化」について方
向性と項目案が提示された〔社会保障審議会医療
保険部会（2023）〕。その項目は，①医療機関等の
特色，②室料差額や無痛分ṯの取り扱い等のサー
ビス内容，③医療機関等における分ṯに要する費
用，および室料差額，無痛分ṯ等の内容（価格等）
の公表方法，④平均入院日数や出産費用，妊婦合
計負担額の平均値に係る情報，であった。これを

踏まえて，厚生労働省の専用ホームページ（見え
る化）の議論も進んでいるが，課題として，①医
療機関種別に配慮した項目の取り扱い，②費用項
目の公表を任意とする施設の条件，③各都道府県
の周産期医療体制の概要など，が挙げられてい
た。
出産費用の透明化に向けた施策でもあるこの見
える化においては，今後，妊産婦や分ṯの多様性

社 会 保 障 研 究 Vol. 8 No. 4424

表11 出産施設選択時の情報収集度合いと世帯年収帯

注：まあまあ情報収集＞した人数（割合％）
出所：田倉（2023b）。
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などに配慮して，項目数（情報）を出来るだけ多
くすることが望まれるが，利用における負担や理
解，内容の精度や実態に対して，制約が生じるこ
とも想定される。この相反する内容については，
「見える化」の主旨にそって実効性を優先しつつ，
項目について一定の選択を行なうことが必要にな
ると考えられる。特に，世帯年収の低い妊産婦の
集団においては，「出産にかかる費用の説明方
法」，「出産にかかる費用の説明内容」，「出産にか
かる費用の支払い方法」などの情報提供のあり方
の工夫が重要であることが，先の報告〔田倉
（2023b）〕でも明らかになっている。
これらの情報活用にかかわる直接的または間接
的な影響としては，出産費用（妊婦合計負担額）
を起点とした各種の論点なども背景にしつつ，先
に示したとおり，出産場所の流出や出生率の低下
との関係などが挙げられる。公益性を有した関連
制度の持続的な発展のためにも，これらの課題へ
の取組みは重要と推察される。現在，妊産婦への
出産費用・サービス内容の提示は，各産科医療機
関の裁量に任されているが，情報提示をより促
し，基準を示すことで妊産婦の情報感度が高ま
り，産科医療機関がこれに応えることでより情報

提示が活発になることも予想される。さらに，産
科医療機関にとっては，受診前の妊産婦に対して
自機関のサービス内容などの情報を提示できる機
会が増加することが期待される。
これらの結果により，妊産婦の産科医療機関に
関する情報へのアクセス向上も想像される。妊産
婦は，これまで以上に多くの産科医療機関を比較
しながら，各々のニーズに合ったサービス内容や
価格帯の産科医療機関を選択することができるよ
うになり，安心して出産を迎えられるようになる
と期待される。また，受診後の産科医療機関との
ミスマッチによるトラブル防止にも繋がると推察
される。すなわち，現在，整備が進む「見える化」
は，出産費用の適正化のみならず，出産の価値を
背景とした妊産婦の満足度の向上を指向した政策
の一環として，大きな役割を担う可能性もあると
考えられる。
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Analysis of Actual Childbirth Cost, Factors Influencing Price
Formation, and Challenges to Transparency in Childbirth Cost

TAKURA Tomoyuki＊

Abstract

The average childbirth cost in Japan was 421,000 yen/ case in 2013, rising to an average of 467,000

yen/ case in 2020. According to the results of an analysis conducted over a period of approximately 10 years,

the total burden paid by expectant mothers for normal delivery has been increasing at an annual rate of over

1.2％(p<0.05). Much of this rise in childbirth cost can be explained by the declining birthrate. In other words,
from the perspective of hospital management, the decline in the number of deliveries is accompanied by lower

facility utilization rates, the promotion of brands and other competition, and an increase in the ratio of private

hospitals. From the perspective of expectant mothers, not only are income levels rising as a result of later

marriage, but in addition, the number of births per females is decreasing and the risks associated with

childbirth are increasing. Against this background, it is possible that there is a mechanism by which costs

related to childbirth will continue to rise. In fact, it has been shown that the number of births (declining birth
rate), along with prefectural income, age at delivery, and density of facilities (equipment) affect childbirth cost
(multivariate analysis: p<0.001). In particular, national income tends to be highly associated with childbirth
cost. In light of this, regions (prefectures) with high childbirth cost tend to have higher outflow rates
(correlation analysis: p<0.01). One reason for this is that lower annual household income groups tend to be
more interested in cost-related information. In this context, the Ministry of Health, Labor, and Welfare has

been promoting measures to “visualize” childbirth cost. This “visualization” may play a major role in the

policy that contributes to improving the satisfaction of expectant mothers and optimizing the childbirth cost.

Keywords：Childbirth Cost, Declining Birthrate, Income Level, Age at Childbirth, Visualization


